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Ⅰ　平成25年度の決算状況

岩見沢市の平成25年度の決算の状況はどのようになっているのでしょうか？

歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた額

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額

決算の規模はどのようになっているのでしょうか？

単位：千円

　岩見沢市の平成25年度の決算は、約10.3億円の黒字となっています。また、平成
24年度からの繰越額を除くなどした実質単年度収支は、約5.5億円の黒字となってい
ます。

　平成25年度の決算規模は、平成24年度と比較して、歳入で7.2億円の増、歳出で
1.1億円の減となっています。

実 質 単 年 度 収 支

平成25年度決算額 平成24年度決算額

48,885,208

47,860,028

1,025,180

549,241

535,858

546,834

48,167,921

区　分

歳 入 総 額

１．決算の状況

２．決算規模の推移

単 年 度 収 支

47,974,417

193,504

13,383

歳 入 歳 出 差 引 額

実 質 収 支

▲ 6,646

▲ 373,806

歳 出 総 額

★実質収支…

★単年度収支…

★実質単年度収支…
単年度収支に、財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を
加え、財政調整基金の取崩額を差し引いた額

42,000

43,000

44,000

45,000

46,000

47,000

48,000

49,000

21 22 23 24 25

47,564 

45,730 

46,692 

48,168 

48,885

47,202 

44,826 

46,608 

47,974  47,860 

歳入総額

歳出総額

百万円
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Ⅱ　歳　　　入

17.5% 17.5%

32.4% 32.9%

1.0% 1.1%

2.2% 2.1%

18.9% 16.1%

6.5% 5.3%

10.7% 14.0%

10.8% 11.0%

100.0% 100.0%

歳入の内訳（平成25年度決算）

　市民の皆さんが日常生活を送るためにお金が必要なように、市役所が行政活動（仕
事）を行うにも、当然お金が必要となります。そのお金はどこからくるのでしょうか？

１．歳入の内訳

　市の歳入（収入）の内訳は下記のとおりとなっています。市民の皆様から納められる
市税収入17.5％、国から交付されている地方交付税32.4％となり、合計で全体の約
50％を占めています。次いで国庫支出金、地方債の順になっています。

単位：千円

区　分 平成25年度決算額 平成24年度決算額

市 税 8,548,130 8,406,000

地 方 交 付 税 15,839,700 15,864,444

地 方 譲 与 税 487,404 512,867

各 種 交 付 金 1,092,910 1,053,839

国 庫 支 出 金 9,259,292 7,748,942

道 支 出 金 3,160,514 2,527,764

地 方 債 5,227,200 6,743,300

そ の 他 5,270,058 5,310,765

合　計 48,885,208 48,167,921

★地方交付税･･･ 国税5税の一定割合の額で、地方公共団体が等しくその行うべき事務
を執行することができるよう、一定の基準により国が交付するもの

国や道の税金として集められ、地方公共団体に譲与又は交付されるもの

★国・道支出金･･･ 国や道が使い道を特定して地方公共団体に交付する資金の総称

★地方債･･････ いわゆる借入金で、その返済が一会計年度を超えて行われるもの

★地方譲与税・交付金…

市税 85.5億円 17.5%

地方交付税 158.4億円 32.4%

地方譲与税 4.9億円 1.0%各種交付金 10.9億円 2.2%

国庫支出金 92.6億円 18.9%

地方債 52.3億円 10.7%

その他 52.7億円 10.8%

歳入合計

488.9億円
道支出金 31.6億円 6.5%
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17.5% 17.5%

32.4% 32.9%

1.0% 1.1%

2.2% 2.1%

0.0% 0.8%

3.3% 3.3%

0.1% 0.1%

3.9% 0.6%

60.4% 58.4%

15.9% 16.1%

6.5% 5.2%

7.4% 10.7%

9.8% 9.6%

39.6% 41.6%

100.0% 100.0%

－ －

※標準財政規模とは、普通交付税の算定の仕組みを通じて計算されるもので、地方公
　共団体が標準的な状態で収入できるであろう経常一般財源の規模を示すもの

5,136,300

そ の 他

標 準 財 政 規 模

小　計 19,350,805 20,023,916

合　計 48,885,208 48,167,921

4,810,670 4,613,759

25,044,192 25,043,501

一
般
財
源

特
定
財
源

国 庫 支 出 金 7,773,602

市 債

そ の 他 1,895,894

地 方 譲 与 税 487,404

3,609,700

7,748,901

小　計 29,534,403 28,144,005

道 支 出 金 3,156,833 2,524,956

288,461

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 0 380,000

臨 時 財 政 対 策 債 1,617,500 1,607,000

前 年 度 繰 越 金 52,865 31,394

512,867

各 種 交 付 金 1,092,910 1,053,839

市 税 8,548,130 8,406,000

地 方 交 付 税 15,839,700 15,864,444

２．歳入内訳（性質別）の推移

　近年、市が使い道を限定されず自由に使えるお金（一般財源）の歳入に占める構成
比は、約60％となっています。平成25年度決算においては、一般財源の大きなウエ
イトを占める地方交付税の割合が減少しています。

単位：千円

平成25年度決算額 平成24年度決算額区　分

29,292  29,222  29,306  28,144  29,534 

18,272 16,508 17,386 20,024 19,351

47,564
45,730 46,692

48,168 48,885

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

21 22 23 24 25

百万円

特
定
財
源

一
般
財
源
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38.6% 39.2%

7.7% 7.3%

36.6% 37.0%

1.7% 1.7%

9.2% 8.5%

93.8% 93.7%

0.1% 0.1%

6.1% 6.2%

6.2% 6.3%

100.0% 100.0%

市税収入の内訳（平成25年度決算）

★ 個人市民税･･･

★ 法人市民税･･･

★ 固定資産税･･･

★ 都市計画税･･･

★ 市たばこ税･･･

★ その他･･･････

市内で売られるたばこに対してかかる税

軽自動車税、入湯税など

個人の前年の所得に対してかかる税

法人（会社など）に対し、その所得に対してかかる税

土地・家屋及び償却資産（事業用の機械・器具・備品など）に対し
てかかる税

都市計画区域内の土地や家屋に対してかかる税で、都市計画事業に
あてられる

529,182 531,016

合　計 8,548,130 8,406,000

目
的
税

入 湯 税 11,579 11,304

都 市 計 画 税 517,603 519,712

小　計

市 た ば こ 税 788,451 712,296

小　計 8,018,948 7,874,984

普
通
税

個 人 市 民 税 3,298,859 3,294,706

法 人 市 民 税 659,938 611,402

固 定 資 産 税 3,126,362 3,114,076

軽 自 動 車 税 145,338 142,504

３．市税

　市の歳入の中心である市税の内訳は、下記のようになっています。
　個人市民税が市税全体の38.6％を占め、続いて、固定資産税（36.6％）、市たばこ
税（9.2％）、法人市民税（7.7％）の順になっています。

単位：千円

区　分 平成25年度決算額 平成24年度決算額

個人市民税 33.0億円 38.6％

法人市民税 6.6億円 7.7％

固定資産税 31.3億円 36.6％

軽自動車税 1.5億円 1.7％

入湯税 0.1億円 0.1％ 都市計画税 5.2億円 6.1％

市たばこ税 7.9億円 9.2％

市税合計

85.5億円

4



市税決算額の推移

　　

４．市税決算額の推移

　固定資産税と個人市民税を合わせて、市税収入の約8０％（約64億円）を占めてい
ます。
　固定資産税は、評価替えと地価の下落により減少傾向にあります。
　また、個人市民税は経済情勢や税制改正の影響により、増減があります。

3,378 3,254 3,176 3,295 3,299

573 679 654 611 660

3,340 3,302 3,309 3,114 3,126

131 135 139
143 145

610 633 718
712 788

8 10 10
11

12

543 564 562
520

518

8,583 8,577 8,569
8,406

8,548

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

21 22 23 24 25

百万円

個人市民税

法人市民税

固定資産税

軽自動車税

都市計画税

市たばこ税

入湯税
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80.1% 80.6%

10.6% 10.2%

9.3% 9.2%

100.0% 100.0%

－ －

※合併後15年間の特例措置（平成18年度から平成32年度まで）

★

★

特別交付税・・・

臨時財政対策債・

地方交付税の一部で、普通交付税でとらえることができなかった特
別の財政需要（大災害など）があった場合に交付される

地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充
てられる地方財政法第５条の特例として発行される地方債で、地方
交付税制度を通じて標準的に保障されるべき地方一般財源の規模を
示す各地方公共団体の基準財政需要額を基本に、団体ごとに発行可
能額が算出される

５．地方交付税

　地方交付税は、市の収入の30％以上を占め、市税と並ぶ重要な財源となっていま
す。
　臨時財政対策債（借入金）は、国が地方交付税を交付する際の財源に不足が生じた
ため、地方交付税の一部が振り替えられたものです。

単位：千円

平成25年度決算額 平成24年度決算額区　分

合併算定替による影響額 1,241,593 1,351,901

普 通 交 付 税 13,989,882 14,083,597

特 別 交 付 税 1,849,818 1,780,847

臨 時 財 政 対 策 債 1,617,500 1,607,000

合　計 17,457,200 17,471,444

13,518  14,121  14,079  14,084  13,990 

1,453 
1,594  1,788  1,781  1,850 

1,382 

1,999  1,576  1,607  1,618 16,353

17,714 17,443 17,471 17,457

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

21 22 23 24 25

百万円

特別交付税

臨時財政対策債

普通交付税
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Ⅲ　歳　　　出

0.6% 0.6%

8.5% 8.0%

28.2% 28.1%

9.6% 6.4%

0.2% 0.2%

5.9% 3.1%

2.8% 2.7%

19.8% 20.1%

2.6% 2.4%

10.5% 16.1%

0.0% 0.0%

11.2% 12.3%

0.1% 0.0%

100.0% 100.0%

目的別歳出の内訳（平成25年度決算）

★農林水産業費・・

★土木費・・・・・

★教育費・・・・・

5,380,096 5,892,737

★公債費・・・・・

庁舎や財産の維持管理、戸籍の管理、税金の徴収などにかかる経費

児童、高齢者、障がい者等の福祉や生活保護にかかる経費

健康増進、病気の予防、環境保全、ごみの処理などにかかる経費

農林水産業の振興を図るための支援や基盤整備などにかかる経費

商業や工業、観光の振興などにかかる経費

道路、住宅、公園などの土木施設の建設や維持補修等にかかる経費

小・中・高等学校などの建設や学校教育、生涯学習などにかかる経費

借入金の元金・利子などを支払うための経費

★総務費・・・・・

★民生費・・・・・

★衛生費・・・・・

★商工費・・・・・

議 会 費 300,779 307,804

総 務 費 4,074,475 3,823,189

市役所は、お金をどのようなことに使っているのでしょうか？

１．目的別歳出

　使われたお金を行政の目的別に分類すると、もっとも大きな割合を占めるのが、民生費
で、次いで土木費、公債費などの順になっています。

単位：千円

区　分 平成25年度決算額 平成24年度決算額

13,518,778 13,467,919

衛 生 費 4,601,221 3,067,073

民 生 費

5,000,882 7,727,813

47,974,417

諸 支 出 金

労 働 費 85,226 107,054

農 林 水 産 業 費 2,798,135 1,472,360

59,056 0

災 害 復 旧 費 4,273 6,059

公 債 費

合　計 47,860,028

商 工 費 1,320,138 1,305,942

土 木 費 9,472,952 9,636,810

消 防 費 1,244,017 1,159,657

教 育 費

議会費3.0億円 0.6％

総務費40.7億円 8.5％

民生費135.2億円 28.2％

農林水産業費28.0億円 5.9％

労働費0.9億円 0.2％商工費13.2億円 2.8％

災害復旧費0.1億円 0.0％

消防費12.4億円 2.6％

教育費50.0億円 10.5％

公債費53.8億円 11.2％

衛生費46.0億円 9.6％

歳出合計

478.6億円

土木費94.7億円 19.8％

諸支出金0.6億円 0.1％
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２．目的別歳出決算額の推移
　民生費は、少子高齢化に伴う諸施策の実施や障がい者福祉費の伸びなどにより、増
加傾向にあります。
　衛生費は、新ごみ処分場建設事業の実施により増加しています。
　教育費は、生涯学習センター整備事業の完了により、減少しています。

262 259 339 308 301

5,577
4,079 4,251 3,823 4,074

11,627
12,839 13,298 13,468 13,519

2,025 2,096
2,740 3,067

4,601
169 305

344 107

854,556

1,793
1,606 1,472

2,798
2,034

1,149

1,763
1,306

1,320

9,071

9,572

10,098
9,637

9,473

1,556

1,170

1,275
1,160

1,244

3,710

4,963

4,811 7,728

5,001
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11.9% 12.3%

18.9% 18.7%

11.2% 12.3%

42.0% 43.3%

10.5% 10.8%

3.8% 4.2%

9.6% 9.4%

0.1% 0.1%

6.6% 6.4%

7.2% 6.5%

37.8% 37.4%

79.8% 80.7%

20.2% 19.3%

100.0% 100.0%

性質別歳出の内訳（平成25年度決算）

★ 人件費・・・・・
★ 扶助費・・・・・ 生活保護費や児童・高齢者や障がい者などに対する様々なサービスに要する経費

★ 公債費・・・・・
★

３．性質別歳出

区　分

投 資 的 経 費 ③

合　計　①+②+③

経
常
的
経
費

計　①＋②

積 立 金

維 持 補 修 費

公 債 費

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
常
的
経
費

小　計①

小　計②

45,704 39,690

18,060,429

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 3,160,780 3,079,182

繰 出 金 3,439,296 3,115,056

9,679,344

職員の給与などの支払いにかかる経費

借入金の元金・利子などを支払うための経費

投資的経費
（普通建設事業費、災害復旧
　事業費、失業対策事業費）

普通建設事業費：
道路、橋梁、公園、学校等の社会資本の整備に要する経費。国からの補助金な
どをもらって実施する補助事業と、市単独で行う単独事業がある。

47,860,028 47,974,417

9,278,202

17,954,155

38,180,684 38,696,215

1,794,156 2,032,406

補 助 費 等 4,573,155 4,518,747

物 件 費 5,047,338 5,169,074

20,120,255 20,742,060

扶 助 費 9,050,356 8,972,348

5,380,096 5,892,737

　使われたお金を性質別に分類すると、支出が義務づけられ、任意に削減することが難
しい人件費、扶助費、公債費などの「義務的経費」と、普通建設事業費などに充てられ
る「投資的経費」、「その他の経常的経費」に分けることができます。
　義務的経費が増加すると自由に使えるお金が少なくなるということになりますが、平
成25年度決算では、全体の42％を占めています。

5,689,803 5,876,975人 件 費

平成25年度決算額 平成24年度決算額

単位：千円

義務的経費
201.2億円
42.0%

人件費
56.9億円
11.9%

扶助費
90.5億円
18.9%

公債費
53.8億円
11.2%

維持補修費
17.9億円
3.8%

補助費等
45.7億円
9.6%

投資・出資・貸付金
31.6億円
6.6%

繰出金
34.4億円
7.2%

歳出合計

478.6億円

積立金
0.5億円
0.1%

物件費
50.5億円
10.5%

その他の経常的経費
180.6億円
37.8%

投資的経費
96.8億円
20.2%
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４．性質別歳出決算額の推移

　普通建設事業費（単独事業及び補助事業）は、生涯学習センターや、新ごみ処分場の建
設などの大型事業の実施により平成24年度から25年度にかけて90億以上の事業費で推
移しております。
　人件費は、国家公務員の給与減額支給措置を踏まえた給与の臨時減額などにより、減少
しています。

6,740 6,264  6,176  5,877  5,690 

7,484 8,597  9,023  8,972  9,050 

6,615
6,601  6,083  5,893  5,380 

4,360
4,743  5,118  5,169 

5,047 

1,160
1,397 

2,484 
2,032 

1,794 

8,728
4,313 

4,485 
4,519 

4,573 

126

155 

451 
40 

46 

3,103

3,104 

3,070 
3,079 

3,161 

2,845

2,970 

3,108 
3,115 

3,439 

1,762

2,618 

2,138  4,368  5,124 

4,279

4,064 

4,472 
4,904  4,551 

6  4 
47,202

44,826 

46,608 
47,974  47,860 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

21 22 23 24 25

百万円

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資、出資、貸付金

繰出金

普通建設事業費
【補助事業】

普通建設事業費
【単独事業】

人件費

災害復旧費
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Ⅳ　財政の弾力性

経常収支比率の推移

★

　自由に使えるお金が多くあることを、財政の「弾力性が高い」といいます。市財政
の弾力性はどうなっているのでしょうか？

１．経常収支比率

　財政の弾力性を示す指標のひとつである経常収支比率は、公債費や維持補修費（除
排雪経費など）の減少により、低下しています。
　この指標は、低いほど弾力性が高いことになります。

経常収支比率・・・毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源の額が、市税、普通
交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源の合計額に占める
割合。
財政構造の弾力性をあらわす比率として使われ、低いほうが弾力性が高い
ことになる。

※なお、臨時財政対策債は経常一般財源として扱われる。

92.2

88.4

92.8

94.0 

92.5 

90.8 

87.9 

90.3 
90.5 

90.8 

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

21 22 23 24 25

岩見沢市

道内都市平均

％
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１　健全化判断比率

※　連結実質赤字比率の財政再生基準は、3年間の経過措置がある。

　　（H20決算：40％    H21決算：40％    H22決算：35％    H23決算～：30％）

２　資金不足比率（公営企業会計ごと）

※「－」表示は資金不足が生じていないことを表す。

２．「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率

　平成20年度（平成19年度決算）から、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づ
き、新たな財政指標（前年度決算に基づく）の公表が義務付けられました。
　また、平成21年度（平成20年度決算）からは、その比率が基準を超える場合は、財政健全化
計画等を定めることとなりました。

H23決算H22決算H21決算 H24決算

実 質 赤 字 比 率 －

連結実質赤字比率

20%

30%

H25決算

－

－

指　　標　　名
財政再生

基準
早期健全化

基準

－

－

－

⑲12.11%
～㉕12.08%

⑲17.11%
～㉕17.08%

－

－

－

－

（162.4%）

将 来 負 担 比 率
（道内都市平均）

55.1% 45.6%
（140.8%）

41.7%
（112.3%）

35%12.0%
（13.4%）

43.4%
（121.4%）

12.6%
（14.2%）

43.0%
（134.8%）

25%

350%

10.6%
（12.9%）

－

公 設 卸 売 市 場 費 －

農 業 集 落 排 水 事 業 費 －

★実質赤字比率… 福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一般会計等の赤字額を市税等の財
源の規模と比較して指標化し、財政運営の深刻度を示す。（一般会計等）

★連結実質赤字比率… すべての会計の赤字と黒字を合算して，その団体としての全体の資金の不足の程度を
把握するため，市税等の財源の規模と比較して指標化し、地方公共団体全体としての
運営の深刻度を示す。（一般会計等＋公営事業会計）

★実質公債費比率…借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示す。
（一般会計等＋公営事業会計＋一部事務組合・広域連合）

★将来負担比率… 地方公共団体の一般会計の借入金（市債）や将来支払っていく可能性のある負担等の
現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示
す。
（一般会計等＋公営企業会計＋一部事務組合・広域連合＋地方公社・第3セクター）

　公営企業の資金不足を公営企業の財政規模である料金収入の規模と比較して指標化したもの
で、経営状況の深刻度を示します。

H25決算

－

－

－

経営健全化
基準

20%

－ －下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

公 共 用 地 等 造 成 費

企 業 用 地 造 成 費

－

－ －

－ －

－

－

－ －

－ －

－

－ －

－ －

－ － －

と 畜 場 費

－

－

－

－

－

－

－

実質公債費比率
（道内都市平均）

14.0%
（15.5%）

13.4%
（14.9%）

－

－

－

H24決算

－

－

－

会　　計　　名 H21決算 H22決算 H23決算
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Ⅴ　地方債の残高

H21 H22 H23 H24 H25

55万円 54万円 54万円 56万円 58万円

地方債残高の推移

　市の借入金は、499億円

１．地方債残高の推移

　市の借入金である地方債の残高は、増加傾向にありますが、交付税算入がある、い
わゆる「良質な地方債」を中心として借り入れを行っています。
　また、国の制度により、交付税の一部から振替えられた臨時財政対策債の発行によ
り、一般財源振替え分の地方債残高が増加傾向にあります。

市 民 １ 人 当 た り の 借 金

35,676 
33,707  32,852 33,786 33,465

1,510 

1,265 
1,018

784 562

8,827 
10,048 

10,789
11,522 12,347

63 
30  1

3,655 
3,451  3,385

3,416 3,527

49,731 

48,501  48,045

49,508 49,901

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

21 22 23 24 25

百万円

普通建設事業債

減税補てん債

臨時財政対策債

辺地債

過疎債
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Ⅵ　基金の残高

基金残高の推移

0

★減債基金･･････ 地方債の償還のために設けられた基金

★特定目的基金･･･ 特定の目的のために資金を積み立て活用する基金

★財政調整基金･･･ 地方公共団体における年度間の財源不均衡を調整するための基金

市の貯金総額は、156億円

１．基金残高の推移
　基金とは、市の貯金にあたるものです。
　財政調整基金は、予期しない収入の減少や不時の支出の増に備え、積み立てたもの
です。
　減債基金は、公債費の償還に充てるため、交付税に一括算入され基金に積んだもの
と、市が独自に積み立てたものがあります。
　また、特定の目的のために積み立てられた特定目的基金も各種事業を行うための財
源として活用しています。
　この他、定額運用基金（土地開発基金）と備荒資金組合納付金を貯金として保有し
ています。

★基　　金･･････ 地方公共団体が、条例に定めるところにより、特定の目的のために財産を
維持し、資金を運用するために設けられる資金又は財産

5,611  5,734  6,041  5,674  5,685 

1,044  1,045  1,046  1,047  1,047 

5,940  5,918  5,892 
5,880  6,121 

1,767  1,778  1,789 
1,800  1,810 

874  882  890  897  905 
15,236  15,357  15,657 

15,298 
15,569

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

21 22 23 24 25

百万円

財政調整基金

減債基金

特定目的基金

定額運用基金

備荒資金
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